
事業事前評価表（技術協力プロジェクト）

作成日：平成17年8月5日
担当部署：JICAスリランカ事務所

1．案件名

和文名：スリランカ国学校運営改善プロジェクト

英文名：Project for Improving School Management to Enhance Quality of Education with Special
Reference to Science and Mathematics

2．協力概要

（1）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述

本案件は、スリランカ国（以下「ス」国）対象3州5ゾーンにおいて、持続的に学校運営を改善してい
くための制度を確立し、定着させることを目標とし、1. ゾーン教育事務所（ZEO1）への「改善活
動2」の導入と実施、2. ZEOの支援による対象校での学校運営向上のための「教育改善活動3」の導入
と実施、3. ZEOの支援による対象校での理数科教育に関わる「教育改善活動」の導入と実施、に関わ
る技術協力を行う。
1 Zonal Education Office.州政府教育局の下部機関。各ゾーンには通常約80～150の学校がある。

2 ゾーン教育事務所における「改善活動」とは、教育事務所及び職員の執務効率を向上、業務に対するモチベーションを向上
させるため、例えば、5S（1. 整理、2. 整頓、3. 清掃、4. 清潔、5. しつけ）の導入、提案システムの導入、ファイリングシ
ステムの導入、掲示板の活用、文書回覧システムの導入等をゾーン教育事務所内に設けた「ゾーン改善活動委員会」で決め、
実施していくことものである。（日本の多くの企業で導入されている「改善」の概念を借り、スリランカの実情に合うよう現
地化したものである。）

3 学校における「教育改善活動」とは、学校主体の効率的・効果的な運営、また、より学校の受益者（子ども達や地域社会）
のニーズに即した運営を実施するために、校長、教員、保護者、地域の代表などから構成する学校委員会を設置し、右委員会
で学校の運営に関し改善すべき点を自ら考え、計画をプロポーザルとしてゾーン教育事務所に提出し、審査を通ったものを実
施する活動である。例えば、学校レベルでの5Sの導入、提案システムの導入、授業参観の実施、理数科学習室の開設、100
マス計算の導入などを行う。

（2）協力期間

2005年10月～2008年12月（3年3ヶ月）

（3）協力総額（日本側）

約3億7千万円

（4）協力相手先機関

教育省（Ministry of Education）、北東部・ウヴァ・北西部州教育省（Provincial Ministries of
Education: North East, Uva, North Western）、北東部・ウヴァ・北西部州教育局（Provincial
Departments of Education: North East, Uva, North Western）、 ジャフナ・トリンコマリー・バン
ダーラウェラ・ウェッラワーヤ・クルネーガラ ゾーン教育事務所（Zonal Education Offices: Jaffna,
Trincomalee, Bandarawela, Wellawaya, Kurunegala）

（5）裨益対象者及び規模など

実施場所：ZEO5ヶ所（ジャフナ・トリンコマリー・バンダーラウェラ・ウェッラワーヤ・クルネーガ
ラ）、対象校数は各ゾーン約30校合計150校

直接裨益者：ZEOの地方教育行政官（約500人）、対象校の校長・教員（約3千人）、初・中等（前
期）教育学齢生徒4（約4万5千人）、対象校生徒保護者・地域住民（約9万人）

間接裨益者：ゾーン内非対象校の校長・教員（約7千人）、非対象校初・中等（前期）教育学齢生徒



（10万5千人）、非対象校生徒保護者・地域住民（約21万人）
4 スリランカ国における初・中等（前期）教育は、学校教育における1～9年生（5～13歳生徒）を対象としている。

3．協力の必要性・位置づけ

（1）現状及び問題点

「ス」国における人間開発指標は高く、平均寿命は72歳と中所得国並みの水準を保っている。教育セ
クターにおいても成人識字率は男女格差なく92％と比較的高い。一方、「教育の質」に目を向ける
と、「ス」国の全国統一試験の結果から国語や歴史、社会科などの文科系科目の合格率が70％～
80％と高い一方で、理数科系科目の合格率が40％～50％と低く、近年その数字がさらに悪化する傾
向にある。我が国は2002年から約3年間、開発調査「初中等理数科分野教育マスタープラン」（以下
開発調査）を実施してきた。これは当初、初中等教育における理数科の教育強化を対象としたもので
あったが、問題を探ってみたところ教科だけの問題ではなく、非効率的な学校運営に問題が潜んでい
るという点に辿り着いた。例えば多くの学校では教師のモチベーションが低いこと、教師に自信がな
く新しい教授法を実践できないこと5、学校に対する親やコミュニティの関心が低く協力が少ないこと
など、教育環境そのものに問題があり、学校が子ども達にとって楽しい場所ではなく、学習への興味
が薄れる要因となっていることが判明した。他方、いくつかの学校では親やコミュニティの積極的な
参加を得て学校を運営しているところもあり、このような学校は総じて学業成績もよい傾向にあっ
た。

このため開発調査では、理数科支援に加えて、全国から25校をパイロット校として選定し、学校運営
強化を目的としたパイロットプロジェクトを実施した。パイロットプロジェクトではまず親やコミュ
ニティの学校への関心を高め、学校でどのような授業が行われているのか、子ども達がどのような教
育を受けているのかを知り、子ども達にとってよりいい教育環境をつくるには何をすればいいのかを
校長や教員と共に考え、学校の運営に参加できるよう、学校委員会を作り、右委員会で学校の運営改
善に係る計画を作成し実施するという活動を行った。具体的な活動内容としては、日本企業が世界市
場での競争力を得た主要な成功要因のひとつである「改善活動」からアイデアを得た5S運動、提案制
度の導入や、授業参観の実施、理数科教室の開設、理数科モデル実験の開発、100マス計算の実施な
どを学校の提案に基づいて行った。このようなパイロットプロジェクトの結果、学校に対する親の満
足度が高まり、親の学校への支援が強化された。教師のモチベーションも高まり、副教材の活用など
で教授法の改善も見られた。さらに25校すべての学校において子供たちの出席率も上がり、学習意欲
の高まりも確認され、試験の結果も少しではあったが向上するという成果が見られた。また、パイ
ロットプロジェクト終了後もパイロット校における活動は自発的に継続され、パイロットプロジェク
トの効果を聞きつけたパイロット校の周辺校でも改善活動を取り入れたいという声があがり、パイ
ロット校に倣って周辺校にも徐々に拡大しつつある。このような波及効果は学校主体の改善活動が持
続性や自立発展性があることを示している。

「ス」国教育省もこうしたパイロットプロジェクトの成果を高く評価しており、理数科のカリキュラ
ムやシラバス改訂、教科書の見直し等の上からの制度的改革を行うばかりでは教育強化は図れず、開
発調査で効果の実証されたパイロットプロジェクトの規模を拡大し、学校主体の学校運営を促進する
取り組みを通して、教育の質向上、教育の地域間格差を是正したい考えである。但し開発調査では日
本からの調査団が教育省や国立教育研究所（NIE）のカウンターパートとともに直接学校に対して指
導・モニタリングを行ったため、州やゾーンレベルの地方教育行政官の関与は限定されていた。今後
このような学校主体の教育改善活動を全国展開していくためには、地方教育行政官自身が学校主体で
行うべき教育改善活動を理解し、学校での活動を適切にモニタリングし、評価を行い、さらにその結
果を現場にフィードバックできるようにならなくてはならない。さらに、既存の行政システムを活用
して右活動を普及していくための制度構築も必要である。

かかる経緯のもと、「ス」国は、地方行政官の能力向上を含む学校主体の教育改善活動を普及するた
めの持続的な行政システムの確立を目的とする技術協力プロジェクトの実施を我が国に対し要請して
きた。
5 特に理数科については双方向教育（activity-based and interactive teaching and learning）を導入する方針を教育省が打
ち出しているにもかかわらず、教師はその実践の方法がわからず、旧態依然として教科書に書かれていることをなぞるだけの



授業に終始しているのが現状である。結果的に子ども達は暗記中心の授業に学習意欲がそがれ、理数科に対する関心が低くな
る傾向にあることが開発調査のアンケートから読み取れる。

（2）相手国政府政策上の位置づけ

「ス」国では1998年から、教育の質の向上と地域間格差の是正のため、伝統的な教授法の改善や古
いシラバスの改定などを含む教育改革が推進されている。本プロジェクトは、学校主体の教育改善活
動により小規模校や遠隔地校の教育の質の向上を図り、教育の地域間格差を是正するためのものであ
り、「ス」国の教育改革の方向性と合致している。

また、「ス」国では教育の地方分権化が進められ、教育省はこれまでの画一的な教育行政を見直し、
全国の学校にSBM（school based management：「学校主体の学校運営」）の導入を奨励してい
る。本プロジェクトの活動は右教育省の方針を具体化するものであり、SBMの具体的実践法として全
国に広く活用することが期待されるものである。

（3）我が国援助政策との関連・JICA国別事業実施計画上の位置づけ（プロジェクトの位置づけ）

我が国は、ODA大綱で人間開発を通じた貧困削減支援として教育分野の協力に高い優先度をおいてお
り、特に基礎教育分野については2002年のカナナスキスサミットにおいて「成長のための基礎教育
イニシアティブ（Basic Education for Growth Initiative：BEGIN）」を発表して一層の支援強化を表
明している。JICAは「ス」国に対する国別援助計画のなかで、貧困対策の一環として教育セクター支
援を位置づけ、教育へのアクセスと質の両面で地域間格差是正に取り組んでいる。無償資金協力によ
る初中等学校建設等により教育へのアクセス改善を図り、開発調査において教育の質の向上に取り組
んできた。本プロジェクトも貧困地域や紛争影響地域をターゲットに、教育の質の向上と教育の地域
間格差の是正をプロジェクトの上位目標とすることで「ス」国側と合意している。

4．協力の枠組み

〔主な項目〕

（1）協力の目標

1）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値

【目標】

対象ゾーン内において学校運営改善活動を実施するための持続的な制度を定着させる

【指標】

1. ZEO/DEO6の職員の学校訪問の回数
2. 教育改善活動を継続的に実施している学校の数
3. 対象校における学力テストの結果
4. 対象校における質問表による調査の結果
5. 対象校の生徒と教員の出席率
6. ゾーン内の非対象校に教育改善活動を導入する計画

（目標値はベースライン調査結果に基づき2005年12月までに設定する）
6 Divisional Education Office（郡教育事務所）

2）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）

【目標】

1. 対象ゾーン内の教育の質が向上し、教育における地域間格差是正される
2. 学校運営改善活動を実施するための持続的な制度が対象ゾーンに加え、非対象ゾーンでも普及す

る



【指標】

1. 対象ゾーンや非対象ゾーンにおける教育改善活動を継続的に実施している学校数
2. 5年生奨学金試験7やO/L試験8の結果
3. 1AB校9とその他の学校における5年生奨学金試験とO/L試験の結果の格差

（目標値はベースライン調査結果に基づき2005年12月までに設定する）
7 5年生が受ける全国統一試験。高得点取得者には奨学金の支給とレベルの高い学校への転校の機会が与えられる。

8 G.C.E. Ordinary level examination（11年生が受ける全国統一中学卒業試験）

9 A/L試験の理数科の教室を含む13年生までのクラスをもつ学校。A/L試験は全国統一高校卒業試験

（2）成果（アウトプット）、そのための活動、指標・目標値

アウトプット1．対象ゾーン教育事務所に改善活動が導入され実施される

【活動】

1. ベースライン調査を実施する
2. 対象ゾーン事務所にZEIKA10を設立する
3. ZEOに教育改善活動の導入の仕方に関するセミナーを開催する（5S、提案制度、効率的なファ

イリングシステム、情報共有システムなど）
4. ZEOに対し、教育改善活動の実施に関するセミナーを実施する（計画策定、モニタリング、評

価、会計管理などの方法について）
5. ZEOが改善活動の実践を見学できるようパイロット校11、病院、工場などへの訪問の機会を設け

る
6. ZEOの教育改善活動の実施計画を立てる
7. 実施計画を実行する
8. 実施計画の評価を定期的に実施する
9. エンドライン調査を実施する

10 Zonal Education Initiative for Kaizen Activities（ゾーンレベルでの改善活動のための委員会）

11 開発調査で実施されたパイロットプロジェクト対象校

【指標】

1. ZEO事務所の執務環境
2. 5Sのテクニックやアイディアの実施件数
3. 提案制度での提案の実施件数
4. ZEOのファイリングシステム
5. ZEO職員の出勤率

アウトプット2．ZEOの支援により対象校で学校運営・管理に関わる教育改善活動が導入・実施される

【活動】

1. 対象校を選定する
2. 対象校のベースライン調査を行う
3. ZEOに対し、学校での教育改善活動の導入方法についての研修を行う
4. ZEOに対し、学校での教育改善活動の運営方法（プロポーザル承認、モニタリング、評価、会計

管理など）に関する研修を行う
5. JICAチームとゾーン内のパイロット校の支援を受けながら、ZEOは2006年度対象校（各ゾーン

10校）に教育改善活動を導入し、モニタリング・評価を行う。
6. ZEOは2006年度の対象校の協力のもとに、2007年度の対象校（各ゾーン20校）に教育改善活

動を導入し、モニタリング・評価を行う
7. 対象校の協力のもと、ゾーン内の非対象校に教育改善活動を導入する計画を策定する
8. 対象校の経験を共有するためのワークショップを開催する



9. 対象校でエンドライン調査を実施する

【指標】

1. 教育改善活動を継続的に実施している対象校の数
2. 週あたりのZEOのモニタリングチームによる学校訪問の数
3. 対象校に対してZEOが開催したワークショップの数
4. 教育改善活動の経験を共有するため2006年度対象校が2007年度対象校に対して開催したワー

クショップの数
5. 教育改善活動をゾーン内の非対象校へ導入するための計画

アウトプット3．ZEOの支援により対象校で理数科に関わる教育改善活動が導入・実践される

【活動】

1. 開発調査で開発された理数科のコンテンツや既存の教授法や教材をレビューし評価する
2. NIE、州教育局（PDE）やZEO教科担当課長、初等・理数科教育主事（ISA）の協力のもと、

フィールド調査を実施し1～9年生の理数科教育に関するニーズを分析する
3. NIE、PDEやZEO教科担当課長、ISAの協力のもと、上記「1」で評価されたものを整理改良し、

「理数科教育改善サンプル集」を作成する
4. サンプル集を導入するため対象ゾーンのISAに研修を実施する
5. ISAはサンプル集を対象校に導入する
6. 対象校に理数科のQEサークルを設立する
7. 理数科のQEサークルはプロポーザルを作成する
8. ZEOはJICAチームとISAsの協力のもと、理数科の教育改善活動を2006年度対象校（各ゾーン

10校）に導入・モニタリング・評価する。
9. ZEOは1年度対象校とISAsの協力のもと、理数科の教育改善活動を2007年度対象校（各ゾーン

20校）に導入・モニタリング・評価する。
10. ZEOはISAや教員と共同で理数科教育の質の改善に関わる経験を共有するためのワークショップ

を定期的に開催する

【指標】

1. 活動を継続している理数科QEサークルの数
2. サンプル集を導入するための技術や知識を身につけたISAの数
3. サンプル集を普及するためにISAによって開催されたワークショップの数
4. サンプル集を活用している学校の数
5. 教員や生徒の理数科教育への関心度

（3）投入（インプット）

1）日本側

日本人専門家派遣（統括／学校運営、教育改善活動、理数科教育、評価分析ほか）
スリランカ・ローカルコンサルタント（改善活動、モニタリング、訓練ほか）
研修員受け入れ：計10名程度
対象ZEO（5ゾーン）改善活動経費
2006、7年度対象校（各ゾーン約30校、合計約150校）改善活動経費（2年間）
セミナー、ワークショップ、研修の開催費用
日本人専門家のための車両
その他プロジェクトコスト（必要に応じて）

2）スリランカ側

カウンターパート
教育省の理数科、学校活動担当職員



州教育省・局、ZEO、DEO（ISA含む）の職員
NIE
対象校、ほか

教育省および各ZEOにおけるプロジェクトの専門家やスタッフ用の事務室の提供
セミナー、ワークショップ、研修参加時及び対象校のモニタリング・評価の際の交通費
2008年度の対象校の活動経費
その他プロジェクト実施に必要な経費

（4）外部条件（リスク要因）

1）プロジェクト目標達成のための外部条件

スリランカの停戦協定が維持される
対象ゾーンの治安状況が極端に悪化しない
スリランカ政府の教育改善活動への支援方針が変化しない

2）上位目標達成のための外部条件

上に同じ

5．評価5項目による事業評価分析結果

本案件の事前評価結果は、プロジェクトサイクルマネージメント（PCM）手法に基づき、以下の5項
目の観点から検証され、実施の適切性が確認された。

（1）妥当性

3．「協力の必要性・位置づけ」で述べたように「ス」国は教育開発を優先課題として位置づけ、教
育改革を推進しており、全国の学校にSBM（school based management）の導入を奨励し、学校主
体の学校運営を教育の質向上、教育の地域間格差是正のいち手段として打ち出している。本プロジェ
クトの学校改善活動は、右方針の具体的実践方法を示すものであり、SBM推進のための効果的なツー
ルとして全国で広く活用が期待される。

また、学校主体の改善活動の実施は、教育改革の最中にあり新しい方針や改訂された教授法のマニュ
アルが十分に消化されないまま山積みにされた学校現場に具体的な活動を促す、行動を促すものであ
り、教育省の政策に適合するだけでなく、学校現場にいる受益者（教員、保護者、地域コミュニ
ティ、子ども達）のニーズに直接応えるものである。

以上の点から、本プロジェクトの実施は妥当であるといえる。

（2）有効性

「3．協力の必要性・位置づけ（1）現状及び問題点」でも述べたように、学校レベルの主体的な改善
活動により学校に対する保護者や地域の意識が向上し、子ども達の出席率や学習意欲、成績向上と
いった効果が生まれることは、開発調査のパイロットプロジェクトですでに証明されている。

本プロジェクトは、地方教育行政官による右活動の野普及システムを確立、定着させることを主たる
目的としている。従って、まず地方教育事務所自体に改善活動を導入し、行政官の執務効率を上げ、
能力向上をはかるとともに、地方教育行政官自らが改善活動がいかなるものかを実践する。次に、対
象校への教育改善活動の導入やモニタリングを本邦専門家らの支援を受けながら行い、同活動の普及
手法や効果的なモニタリング技術を身につける。このような技術を身につけた行政官のファシリテー
ションにより、学校主体の教育改善活動をゾーン内の30校に広げ、学校間の自主的な情報共有による
水平的な活動普及の体制を整える。このように行政のメカニズムによる普及体制と、学校レベルの相
互的な普及体制を整え、縦と横両方からの普及体制を確立することにより、プロジェクトの目標は達
成される。

（3）効率性



開発調査の実績があり、理数科教育のためのモデル実験や、5Sの紹介リーフレットなど、活用できる
教材が既にあり、さらに右調査のパイロットプロジェクトで一緒に活動を行ったローカルコンサルタ
ントなども育っているため、既存のリソースや現地リソースを十分に活用し、新たに大規模な投入を
行わずに、効率的な協力ができると思料する。

また、全国150校への普及に当たっては、地方行政メカニズムを通した上からのアプローチのみなら
ず、対象校同士が相互に技術交換をし、教えあう活動を効果的に取り入れ、学校レベルでのサポート
体制も整備し、上からと下からの両方からの効率的な普及体制を実現する見込みである。

（4）インパクト

本プロジェクトは全国でも最も貧困度が高く、教育水準も低いゾーンを対象に含めており、対象校選
定の際にも、小規模校や遠隔地の学校を優先することなどから、上位目標1．に掲げた「対象ゾーン
内の教育の質向上および教育の地域間格差の是正」については達成見込みが高いといえる。

また、対象ゾーン内で改善活動を持続的に普及する制度が確立、定着した場合、ゾーンにおける行政
官の配置や組織構造は殆ど同じであり、機材や施設への多額の投資が必要ではないことから、本プロ
ジェクト手法の非対象ゾーンへの普及は難しくないと考えられ、上位目標2．に掲げた改善活動の非
対象ゾーンへの普及についても達成見込みは高いといえる。

（5）自立発展性

本プロジェクトはパイロットプロジェクトで高い効果を挙げた手法の普及と定着をはかるものであ
り、プロジェクトそのものが自立発展性を目的としており、自立発展性は高いと判断される。

また、開発調査時のパイロット校では調査終了後も殆どの学校で自発的に活動を継続している。つま
り、いったん学校で教育改善活動が定着した場合、その後、外部からの頻繁なモニタリングや特別な
支援を受けずとも学校レベルでは活動が継続されることを示している。従って、行政システムを活用
した普及制度の確立と、学校主体の自発的な活動の継続の両面から自立発展性が強化され、本プロ
ジェクトの活動は持続的に実施されると考える。

6．ジェンダー・貧困・環境などへの配慮

「ス」国では就学率や進学率の男女格差がほとんどなく、本プロジェクトでの活動も男女双方に平等
に裨益する。また本プロジェクトは大規模のインフラ整備などを伴わないことから環境に負の影響を
与えることはないと考えられる。本プロジェクトは国内の最も貧困度の高い地域を対象地域に含んで
おり、対象校も遠隔地や過疎地の学校を優先させることから、長期的に貧困解消や地域間の社会経済
格差の解消の一助となる。

7．過去の類似案件からの教訓の活用

類似案件の有無：有

（1）JICAの類似案件

JICAは学校・地域住民主体の基礎教育拡充に関する協力について、インドネシア「地域教育開発支援
調査」やモロッコ「地方基礎教育改善計画調査」など数カ国において既に経験を蓄積している。また
前述のように本プロジェクトで実施する教育改善活動は2002～2005年に実施されたスリランカ国の
初中等理数科開発調査で全国25校に導入し、高い評価を得た手法である。これら類似案件の教訓とし
ては、地域コミュニティと学校の両方への働きかけ、現地リソースを活用したきめ細かいモニタリン
グ、成果を客観的に把握するための綿密なベースライン／エンドライン評価などが挙げられる。本案
件のプロジェクトデザインはこれらの点に留意したものである。

（2）スリランカ国における他ドナーの類似案件

世銀により教育の質の向上を目的に導入されたクオリティ・インプットと呼ばれる学校レベルへの活
動資金支援は世銀が協力を終了した現在でも「ス」国政府予算で継続されており、事前調査ではこの
資金が学校の財政的な自立を支援し、教育の質の向上に貢献しつつあることがわかった。このクオリ



ティ・インプットのコンセプトは本プロジェクトで計画している対象校活動経費のコンセプトと類似
しているため、各校におけるクオリティ・インプットの活用経験を本プロジェクトに取り入れるとよ
り効果的な協力ができると考えられる。プロジェクト開始後、ベースライン調査の段階で教訓を引き
出すことが重要である。

また、世銀が2006年の開始を目指し現在準備を進めているEducation Sector Development
Framework and Programme（ESDFP）の4テーマの中のひとつには「教育サービスデリバリーの強
化」というテーマがあり、これは地域住民の活発な参加により学校のセルフマネージメントを強化す
るとともに、分権化した環境のなかでサービスを効率的に施すことができるように中央・州・ゾーン
の教育関連機関の能力強化をはかるというものである。右世銀の計画は本プロジェクトとその目標や
手法の一部を共有するものであるが、現段階では具体的な活動内容など詳細は未定である。そのため
現在はプロジェクトの対象地域の選定等の情報を共有するなどの方法で調整を図っており、今後も頻
繁な情報交換と調整が必要となる。

8．今後の評価計画

本プロジェクトの評価は、PCM手法に基づきスリランカ国との合同調査により実施される。

（1）中間評価調査：2007年6月頃（予定）

（2）終了時評価調査：2008年10月頃（予定）

（3）事後評価調査：2011年10月頃（予定）


